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｢競争｣ は経済理論を形成するうえで重要な概念のうちの一つであり, か
つて J. S.ミルをして, ｢…経済学というものは, 競争の原理をとおしてはじ
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論文要旨

｢競争｣ は経済理論を形成するうえで極めて重要な概念であるにもかかわらず,
その意味内容が吟味され, 的確に定義されることがなかった｡ そこで本稿は, 経済
学における競争概念の明確化の一助となることを目指している｡
筆者は, 競争概念が様々に異なって捉えられている理由は, 古典派の競争論から
出発して, 近代経済学 (新古典派) に至る競争理論の進化の過程にあると考え, A.
スミスによって代表される古典派の理論, A.クールノーに代表される数理経済学,
さらに新古典による ｢完全競争｣ 概念の確立までを追った｡
その後, 近代経済学 (新古典派) の ｢完全競争｣ とスミスに代表される古典派の
競争概念とを比較し, ｢完全競争｣ 概念で競争を捉えたばあい, 競争均衡の成立過
程とその状態を分析するにはかかる概念も必要であろうが, 市場参加者が ｢競争す
る｣ という言葉で表わされる行為の存在しない完全競争の理論をもってしては, 本
来動態的な現象である競争を分析することはできないと論じている｡
経済理論が今後進むべきは, 古典派にみられる競争のもう一つの側面を現実の競
争を通して分析し, 競争を動態的な過程として捉える方向であると結論づけている｡
キーワード：A.スミス A.クールノー 自由競争 無制限競争 完全競争 動態
的な過程としての競争
めて科学の性格をそなえうるものである…｣ と言わしめたほど, 経済学にとっ
て不可欠のものである(1)｡ しかし, それにもかかわらず, 競争は日常会話で
用いられているばあいの意味内容をもって大雑把に用いられるようになった
せいもあって, ながらくその意味内容が吟味され, 的確に定義されることが
なかった｡ その場その場で, 競争の様々な側面が論じられてきたが, そうし
た事態はかえって様々な解釈を生み, 競争政策に意見の不一致を招来するこ
とになったとみることもできる(2)｡
それでは何故に競争概念が経済学における重要なトゥールとして明確に定
義されずに様々に解釈されて曖昧なままになっているのであろうか｡ 本稿は,
その理由を考えるとともに, 経済学における競争概念の明確化の一助となる
ことを目指している｡
競争概念が経済理論の基礎として導入されるようになったのは経済学の創
成期の古典派の経済学においてであったといえよう｡ 以降, 経済学の発展と
ともに, 次第に進化を遂げ, いわゆる近代経済学 (新古典派) と呼ばれる経
済学が成立するに及んで, 完全競争の理論にみられるような競争概念へと行
きつく｡ 筆者は, こうした進化の過程に経済学における競争概念が曖昧で,
様々に異なって捉えられる理由が潜んでいると考えている｡
そこで, 本稿ではまず, 古典派における競争の概念を検討することから始
め, 進化の過程の概略を辿りながら, 近代経済学 (新古典派) の完全競争の
理論に検討を加える｡ しかる後に, 古典派の競争概念と新古典派の完全競争
の理論とを対比させながら, 経済学において競争が明確に定義されずに曖昧
なままになっている理由を探っていく｡ こうすることによって, 競争概念の
明確化を一歩進めうるとも考えている｡
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第 2章 古典派における競争
経済理論が体系付けられた古典派の経済学において, 競争がどのように捉
えられていたか｡ もっとも古典派といっても, そこには多くの経済学者が属
しているとみることができるので, そのすべてにおいて競争がどのように理
解されているかを調べていくことは筆者の能力を超えることである｡ そこで
まず, 代表として A.スミスを取りあげ, 彼の 『国富論』 で競争がどのよう
に扱われているか検討していこう｡
スミスは 『国富論』 において, ｢競争｣ とはいかなる状態を指すのか明ら
かにしているわけではないが, 経済社会を動かし, 市場を均衡化させる力を
この競争に求め, この概念を重視している｡ J.ハイによれば, スミスは 『国
富論』 において, 競争もしくはそれに類する言葉を 160回, 6頁に 1回使用
しているほどである(3)｡
スミスが競争が市場を均衡化させる力であることを明確にしているのは,
『国富論』 の第 1篇第 7章 ｢商品の自然価格と市場価格｣ においてである｡ そ
こでは競争の市場均衡化の働きを説明しているが, 要点を簡潔に述べれば次
のようになる｡ 市場に供給された商品の量が有効需要に満たない場合には, 買
手の間に競争が起り, 市場価格が上昇する｡ その結果, 市場への供給はすぐ
に有効需要を満たせるようになる｡ 市場に供給された商品の量が有効需要を
上回る場合, こんどは売手の間に競争が起り, 市場価格が低下し, その結果,
市場への供給はすぐに有効需要を満す量を上回らなくなる｡ 市場に供給され
た商品の量が有効需要に等しい場合, 市場価格は自然価格に等しくなる(4)｡
スミスはまた, このさい生じる競争の程度, もしくはその激しさは, 需要も
しくは供給の超過の程度, 買手の富と気まぐれな贅沢, その商品の入手が買
手にとってどれだけ重要であるか, 売手にとって商品をすぐに売ることがど
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こまで重要なのか, といったことで決るとしているが, この第 7章では競争
の程度に影響を及ぼす要因として, 売手と買手の数を取りあげてはいない(5)｡
しかし, 他の箇所に競争と売手との関係に関する次のような記述を見ること
ができる｡
｢たとえば, 一つの町で販売できる食料雑貨の量は, その町と近隣地域
の需要によって決まる｡ このため, 食料雑貨店に使える資本は, その量
を購入するのに十分な水準を超えることがない｡ この資本が二つの食料
雑貨店で使われていれば, 二つの店の競争によって, 店が一つしかない
場合より商品を安く売るようになる｡ 店が二十あれば, 競争がそれだけ
激しくなるし, 価格を引上げるために団結するのがそれだけ難しくなる｡
競争によって経営が成り立たなくなる店もでてくるだろう｡ しかし, そ
の処理は関係者の問題であり, 安心して関係者にまかせておけばいい｡
商店主の競争が激しくなったからといって, 消費者や生産者に打撃が及
ぶことはない｡ それどころか, 一人か二人が商売を独占している場合よ
り, 商店主は安く売り, 高く買うようになるはずだ｣(6)｡
スミスはまた, 多数の売手と買手がおり, 市場で競争が生じれば, 市場価
格は自然価格に一致する傾向をもつが, ときには偶然の動きや自然要因, 政
府の法律などによって, さまざまな商品で市場価格が長期にわたって自然価
格を大きく上回りつづけることがある, とも述べている(7)｡ 以下, この点に
ついての記述を引用しておこう｡
｢有効需要が増加して, ある商品の市場価格が自然価格を大きく上回っ
たとき, その市場に供給するために資本を投じている商人は通常, この
変化を秘密にしようとする｣(8)｡
政経論叢 第 81巻第 5・6号
4 ( 596 )
｢製造業での秘密は, 商業での秘密よりも長期にわたって維持できる｡
自営の染色工が普通に使われる染料の半分の価格で買える原料を使って
ある色に染める方法を見つけたとすると, うまく管理すれば, この発明
による優位を一生にわたって確保できるだろうし, 遺産として子孫に残
すことすらできるかもしれない｣(9)｡
スミスは, 以上の 2つの場合, 市場価格が自然価格を上回っているのは偶
然の動きの結果だとしているが(10), このケースはむしろ知識や技術の独占
の結果であるとした方が良いかもしれない｡ 言い換えれば, スミスは, 知識
や技術を市場参加者が共有できる場合に, 市場は独占されず競争が生じる,
と見ていると解釈しうる｡
スミスはまた, 市場価格が自然価格を上回るのは, 有効需要を満すまでに
供給量が増えるのを自然要因が妨げている場合もあるとしているが(11), そ
の他に独占権, 同業組合の特権, 徒弟法などによる場合があるとし, 次のよ
うに述べている｡
｢個人や貿易会社に与えられた独占権は, 商業や製造業での秘密と同じ
効果をもつ｡ 独占者は有効需要を満たせない範囲に供給をおさえ, 市場
でいつも供給が不足するようにして, 自然価格を大きく上回る価格で商
品を売り, 賃金か利潤として得られる収入を, 自然水準を大きく上回る
水準に引き上げている｣(12)｡
｢同業組合の特権, 徒弟法など, ある種の職業で競争を少人数に限定す
る法律も, 独占ほど強くはないが, 同じ影響を及ぼす｡ これらは一種の
独占であり (独占者の数が多い点で普通の独占とは違っているが), 何
世代にもわたって, その業種のすべての部門で商品価格を自然価格より
高い水準に維持し, その業種に使われる労働の賃金と資本の利益を, そ
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れぞれの自然水準よりある程度高い水準に維持することも少なくはな
い｣(13)｡
以上 2つの引用は, 市場で競争が生ずるためには, 市場参加者に対する参
入規制があってはならないことを意味している｡ 特に同業組合についてはま
た, 次のような記述をみることができる｡
｢都市の住民は一か所に集まっているので, 簡単に団結できる｡ このた
め, 都市ではごく小さな業種でも同業組合が作られていることがあり,
組合がなくても, 組合の精神, つまり余所者への警戒感, 徒弟は少ない
方がいいという感覚, 商売の秘密を守ろうとする感覚がいきわたってい
て, 組合の規制で禁止できなくても, 非公式の集まりや申し合わせで自
由競争を妨げるようになることが多い｡ 人数が少ない業種では, きわめ
て簡単に団結できる｡ 羊毛の梳き工はおそらく五人か六人もいれば, 一
千人の紡績工や織工に原料を供給できる｡ 団結して徒弟をとらないよう
にすれば, 仕事を独占できるし, 毛織物産業全体をいってみれば奴隷に
して, 自分たちの労働の価格を, 仕事の性格から当然といえる水準より
高めることができる｣(14)｡
｢同業者が集まると, 楽しみと気晴らしのための集まりであっても, 最
後にはまず確実に社会に対する陰謀, つまり価格を引き上げる策略の話
になるものだ｡ こうした集まりを法律で禁止しようとしても, 取り締ま
りができないか, そうでなければ自由と公正を侵害する法律になる｡ 法
律では, 同業者がときおり集まるのを禁止することは不可能だが, この
ような集まりを容易にするべきではないし, まして必要にするべきでは
ない｣(15)｡
政経論叢 第 81巻第 5・6号
6 ( 598 )
これらの記述は, 同業組合は参入を規制するのみならず, 同業者間での共
謀を生むことになり, この共謀が競争を制限することになると述べている｡
言い換えれば, 市場で競争が生じるには, 各売手が (買手についてもいえる
ことであるが) 協調せず独立して行動する必要があることを述べたものであ
る｡
断片的ではあるが, 以上のスミスの記述から, G.スティグラーは, スミ
スが考える経済主体が競争的な行動をみせる条件として, つぎの 5つを導び
き出している(16)｡
 競争相手は, 共謀のうえではなく, 独立して行動していなければなら
ない｡
 それが既存の競争相手であろうと潜在的な競争相手であろうと, 競争
相手の数は特別の利得を除外するほどに十分多くなければならない｡
 各経済単位は市場の機会についてある程度の知識を有していなければ
ならない｡
 この知識に基づいて行動する (社会的な制約からの) 自由がなければ
ならない｡
 資源がその所有者の欲する方向と量で流れるのに十分な時間の経過が
みられなければならない｡
この 5つの条件の中にはスティグラーの拡大解釈によると考えられるもの
もある｡ 例えばの条件である｡ 先に記した 『国富論』 からの引用の中に,
この条件を導びき出すもととなった記述もあるが, 市場における売手と買手
の数が多くなるにつれて市場価格が必ず自然価格に一致するようになるとい
う推論はスミスにはみられないようである｡ 言い換えると, 市場の構造と経
済主体の競争との間の関係について, スミスはこれをそれ程明白なものと認
識していないとみてよいであろう｡
しかし, ともあれ, スティグラーの解釈のように, スミスが経済主体間に
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競争が生ずる条件として, 以上のことを考えていたとすると, 近代経済学の
完全競争概念の源流は, スミスにあるといえよう｡ スミスは, 無論, 完全競
争なる用語を使用しているわけではない｡ 彼がよく用いていたのは ｢自由競
争｣ という用語である｡ この自由競争なる競争概念は, 先にあげた 5つの条
件のうち 4番目の条件が成り立つ市場における企業間の競い合いを指してい
ると解釈されているが, スティグラーのあげた 5つの条件のもとでの競い合
いを指しているとも見做すことができる｡ したがって, スミスの自由競争概
念が完全競争概念の源流であるともいえよう｡
ここで注意しておかなければならないことは, スミスは以上でみた競争の
条件を現実の競争, わけても企業間の競争, を観察して導びき出しているよ
うに思えることである｡ いいかえると, 現実に企業が競い合いを行っている
市場, あるいは逆に競い合いが見られない市場を取りあげ, その市場がどの
ような状態にあるかを観察したうえで, いわば帰納的に競争の条件を導びき
出しているのである｡ したがって, スミスの使った ｢競争｣ という言葉は,
現実の市場における企業間の競い合いを指しており, 日常会話で用いられる
場合の意味内容をもったものであったといえる｡
しかし, その後の経済学の進化の過程において, 市場が競争的であるため
の条件は, 次第に, 論理の上で演繹的に導びき出されてくるようになり, ス
ミスならびに古典派の学者が用いた ｢競争｣ とは意味内容が異なってくるの
である｡
第 3章 数理経済学 (A.クールノー) における競争
市場が ｢独占｣, ｢寡占｣ の状態にあれば価格は費用をはるかに上まわる水
準に設定され, 他方, 市場で ｢競争｣ がみられれば価格は費用をそれ程上ま
わることはできない｡
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経済理論は, どのような条件のもとで, 以上のように推論しうるかを演繹
的に説明するという方向へ向った｡ こうした方向での展開に大きく貢献した
のが, 数理経済学であったと考えられる｡ ここで多くの数理経済学者といわ
れている人々の理論を取りあげることはできないので, 代表として初期の数
理経済学者 A.クールノーの理論を取りあげることにする(17)｡
クールノーは, つぎのような前提条件を設けている｡
 売手企業は, 独立的に行動する｡ したがって企業間の相互依存の関係
を前もって考慮することはない｡
 各企業の生産物は同一・同質である｡
 から, 売手企業は, 利潤を極大化すべく, 生産数量を行動の手段と
することになる｡
 費用を考慮に入れない｡ したがって収入 (売上高) を極大化すること
が, 即ち利潤の極大化になる｡
ここでは, 以上の条件のうちのを変更して, 費用を考慮することによっ
てクールノーの理論を若干修正し, その要点をつぎのように纏めることにす
る｡
費用を考慮に入れると, 各売手企業の利潤 () は総収入 () から総
費用 () を差引いたものになる (ただし, は価格, は生産数量, 
は単位当り費用である)｡ そこで,  という利潤関数から, 各
企業について利潤を極大にする生産数量を求める｡ その生産数量を合計し,
市場の均衡供給量を求めると, つぎのような関係を得ることができる｡
この式で, は限界費用, そしては売手企業の数である｡ この式から,
のケースは独占のケースで, 市場の供給量は となる生産数
量の半分になることがわかる｡ したがって, 価格は費用より高い水準に決定
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市場の供給量


 となる生産数量
されることになる｡ のケースは, クールノーの複占のケースとして有
名なケースであるが, 市場の供給量は となる生産数量の


になり,
独占のケースと比べて, 供給量は多く, 価格は低くなる｡ この式から, が
きわめて多数になると, 市場の供給量は となる生産数量になるこ
ともわかる｡ このさい価格は一定のに等しく, また固定費用を考慮し
ないとすると平均費用に等しく, 超過利潤は生じていないことになる｡ 以上
から, 各企業の生産物が同一で, それぞれが独立的に行動しているばあい,
売手企業数が多くなれば, 供給量が増え, 価格は費用に近づいていくことが
論証されることになる(18)｡
クールノーは売手企業が多数のケースを無制限競争 (unlimited competi-
tion) と呼んでいる(19)｡ このケースでは個別の 1企業の生産数量は市場全体
の供給量と比べて, 相対的に極めて僅かなものとなるので, この 1企業の生
産数量の変化は市場にほとんど影響を及ぼすことがないとしている｡ すると,
この 1企業が市場価格を動かす力を持つことはなくなり, この企業にとって
価格は所与のものとなることになる｡ 企業は価格受容者となるわけであるか
ら, クールノーの無制限競争なる概念は, すでに今日の完全競争概念とほぼ
同じものとみることができる｡
第 4章 ｢完全競争｣ 概念の確立
｢完全競争｣ の概念は F.ナイトによって確立されたとみるのが一般的な見
解のようである｡ ナイトはその代表的な著作 『危険・不確実性および利潤』
の第 2部 ｢完全競争｣ において, 経済が完全競争の状態となるための多くの
前提条件を述べている(20)｡ 例えば, 資源の移動にあたっては摩擦が無いこ
と, 経済主体が完全知識を有すること等々である｡ 加えて, 明確な所有権の
存在, 欺瞞的行為や盗みが存在しないことといった, 当然と考えられ, あえ
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て明記されることのない条件についても述べている｡ しかし, 同一の生産物
を生産・販売する多数の生産者の存在といった市場の構造条件ともいうべき
ものについては記述が明確でない｡
もっとも, ナイトがこの著作で論じているのは ｢競争｣ についてではなく
｢利潤｣ についてである｡ ナイトは, 価格が費用に等しくなる傾向があり,
したがって超過利潤の存在しない完全競争の経済と, 危険・不確実性のある
現実の経済とを比べることによって利潤の性質を解明しようとしている｡ そ
のため, 完全知識や摩擦の欠如といった条件以外の, 多数の企業といった市
場の構造条件については当然のことと考えていたのかもしれない｡
市場が完全競争の状態になるための市場の構造条件が明確になるのは, J.
V.ロビンソンの 『不完全競争の経済学』 と E. H.チェンバリンの 『独占的競
争の理論』 の出現をまってからである(21)｡
周知のように, チェンバリンは生産物分化という現象に焦点をあて, 独占
的競争と呼ぶ独占と完全競争とのハイブリッドな競争形態を示した｡ またロ
ビンソンも, 市場が不完全市場であるばあい, すなわち販売する財・サービ
スが物的には同一でもそれらが均質ではないばあい, 各売手企業に価格支配
力が生じ, 独占と同じような結果が生れるとした｡ しかし市場への参入・退
出が自由なばあい, 超過利潤は参入によって無くなり, 価格や産出量はチェ
ンバリンの独占的競争のケースと同様になることを示した｡
これら極めて似かよった 2つの論理は, ともに独占的競争 (多占的競争も
しくは不完全競争と呼ばれることもある) を説明するものであるが, 売手・
買手の数と並んで, 生産物分化の有無や参入・退出の難易といった条件を明
確にし, 完全競争が成立する市場の構造条件を明らかにしていった｡
チェンバリンやロビンソンの後をうけて, 主に市場の構造条件から競争形
態の分類を行ったのは H. vonシュタッケルベルグである(22)｡ 彼の分類が今
日のミクロ経済学のテキストに出てくる競争の分類の原型となっているとみ
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てよいであろう｡
論者によって多少の違いはあるものの, 今日, 完全競争の基本的条件は以
下のようになっている｡
 多数の売手と買手が存在する｡
 これらの売手・買手が取引する財は均質である｡
 市場への自由な参入と退出｡
 資源の移動に摩擦がない｡
 市場参加者は完全な知識を有する｡
あらゆる財とサービス (生産要素を含む) の市場が上記の完全競争の条件
を備えているとき, それら市場で成立する価格と数量は ｢競争均衡｣ と呼ば
れていて, ｢競争均衡｣ の成立するさいには ｢パレート最適｣ が実現してい
るとみなされている｡ したがって, 完全競争は望ましい結果をもたらすと考
えられるに至っている｡
第 5章 古典派 (A.スミス) の競争対完全競争
こうした完全競争という概念は, J. A.シュンペーター, J. M.クラークな
らびに F. A.ハイエクなどによる批判の対象ともなっている｡
シュンペーターの批判は, 完全競争は望ましい経済成果をもたらすとされ
ているが, 必ずしもそうではない, とするものである｡ シュンペーターによ
れば, ｢資本主義のエンジンを起動せしめ, その運動を継続せしめる基本的
衝動は, 資本主義的企業の創造にかかる新消費財, 新生産方法ないし新輸送
方法, 新市場, 新産業組織形態からもたらされるものである｣(23)｡ シュンペー
ターは, 彼が ｢創造的破壊｣ と呼ぶこれら新機軸の開発・導入によって, 資
本主義経済は成長・発展していくとみているのであるが, 完全競争の経済に
おいては, 企業はこれら新機軸の担い手たりえないとみている｡ そこでシュ
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ンペーターは, つぎのように述べている｡
｢われわれは進んで次のことを認めねばならぬ｡ すなわち, この戦略
は(24), 個々の場合や個々の時点をとってみれば, きわめて [生産] 制
限的にみえるのであるが, それにもかかわらず, 否, 相当程度まではこ
れによって大規模組織が経済進歩, とりわけ総生産量の長期的増大のもっ
とも強力なエンジンとなってきたということ, これである｡ この点につ
いて考えれば, 完全競争はただ不可能であるばかりではなく, 劣等なも
のであり, 理想的能率のモデルとして設定されるべきなんらの資格も有
しないものである｡ したがって, 大企業を完全競争下の当該産業の作用
するがごとくに作用せしむべきだとの原理の上に, 産業に対する政府統
制の理論を基礎づけることは正しくない｣(25)｡
シュンペーターの批判は, 資本主義経済の長期のパフォーマンスという点
からみて, 完全競争という競争形態は劣ると見てのものであるが, ハイエク
の批判はこれとはまた少し観点が異なる｡ ハイエクは次の 2点で完全競争概
念を批判する｡ 第 1は, 完全競争は競争の過程を通じて実現されるものを始
めから存在しているものであると一貫して想定しているという点である｡ 第
2は, 完全競争の下では, ｢競争する｣ という動詞が表現するすべての行為
に対して, その活動の余地が奪われているという点である(26)｡
第 1の点からの批判は, 敷衍すればつぎのようになるであろう｡ 完全競争
の条件は, 競争への参加者が財の最低の生産費を始めから知っているという
ものであるが, こうした知識を全員が有しているという事態は有りえないこ
とであるばかりでなく, こうした情報・知識は競争への参加者が競争の過程
を通じて見出し, 身につけていくことになるものであろう｡ そして参加者全
員が身につけた時点では, 競い合いはなくなっているといえよう｡ すなわち,
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完全知識ということを条件とする完全競争なる概念には矛盾があるというわ
けである｡
つぎに批判の第 2点について, いま少し考察を加えてみよう｡ 完全競争の
基本条件からすると, 市場参加者は価格を支配する力を持つことができない｡
したがって, 完全競争市場での企業の行動は, 市場価格を所与として生産数
量を調節するだけとなる｡ 価格と限界費用との間にギャップが生じたばあい,
そのギャップを埋めるべく生産数量を増減させるだけであるから, そこには
まさしく ｢競争する｣ という動詞によって表される行動は存在しないのであ
る｡
それではなぜ, 完全競争と呼ばれてはいるものの競争的活動が不在である
競争概念が成立することになったのであろうか｡ 市場が望ましい成果を挙げ
るには, 市場参加者が価格支配力を持っていないことが条件である｡ 価格支
配力は独占の要素があって生じる｡ そこで経済学者は, ｢利己心による経済
活動も見えざる手によって導びかれ公共の利益を増進する｣ というスミスの
見解を, ｢利潤の極大化をめざす企業の活動も, 競争的な市場のメカニズム
によって望ましい市場成果へと導びかれる｣ と解釈し, 市場が最適な結果を
もたらすように働くには独占の要素があってはならないので, それらを取り
除いた状態を考えていったのである｡ その結果, 完全競争なる概念が成立し
たが, 独占の要素を取除けば競争が残るはずであるのだが, ｢競争する｣ と
いう行為のみられない競争概念に到達したということはまことに皮肉なこと
と言わなければならない｡
何らかの目的に向ってライバルが互に競い合うという日常用いられている
競争という言葉の意味での競争は, 完全競争からは除外されることになる｡
価格の引き下げ競争, 広告競争, 生産物やサービスの改良における競争, 生
産方法の改良における競争等々は, 価格支配力の存在を前提とするか, さも
なければ価格支配力を生じることになるので, 完全競争の観点からすると,
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不完全な競争となるのである｡
こうした完全競争概念の源流はスミスの競争概念にあり, それが進化して
きたものであるが, しかしスミスもしくは古典派の競争概念には完全競争と
は異なる側面が含まれている｡ スミスもしくは古典派は市場を均衡化させる
力を競争に求めている｡ この点では完全競争概念とスミスもしくは古典派の
競争概念とは軌を一にしているとみることができるかもしれない｡ しかし,
『国富論』 の第 1編第 7章でスミスは競争の市場均衡化の働きを述べている
が, そこでの競争の見方は完全競争という競争概念とは異なっている｡ スミ
スは, 市場に超過供給がみられるばあい, 価格が低下して均衡価格が成立す
るとみているが, そのさいの価格低下は売手による価格の引下げ, すなわち
undercuttingという競い合いによるものとみているようである｡ 価格支配
力が生じていないという意味での競争ではなく, 市場参加者が価格に影響を
及ぼす場合でも市場に競争均衡をもたらすように競争は作用するとみている
のである｡
スミスの競争概念に含まれている完全競争概念とはまったく異なる側面は,
上述の点ではない｡ ここで競争に関するスミスの記述をさらに引用しよう｡
｢…需要が増えれば, 当初は商品の価格が上昇することもあるが, 長期
的にはかならず価格が下がる｡ 需要の増加で生産が刺激され, 生産者は
競争が激しくなるので, 競争相手より安く売れるようにするために, 需
要が増加しなければ考えられなかったような新たな分業と新たな技術を
取り入れる｣(27)｡
｢…独占は優れた経営の敵である｡ 自由競争が行き渡っていて, 自分を
守るためには経営を最善のものにするよう, 全員が強いられていないか
ぎり, 優れた経営が行き渡るようにはならない｣(28)｡
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これらの記述は, 競争が技術革新や効率の良い経営を促すものであること
を, 断片的にではあるが指摘している｡ スミスは競争に市場均衡化の働きと
同時に, 技術の改良などを通じて経済を動かす働きのあることも認めている
ようである｡ スミスのみならず, 古典派が競争を捉えるさいには, むしろこ
うした側面から競争を見ていたようである｡
たとえば, N. W.シーニアも, より効率的な生産方法の導入はライバル同
志の競争に根ざしているとしている｡ 革新的な企業が新しい方法を実施し彼
らが自身より優れていると感じたとき, 自身の生産物と同じ生産物がライバ
ルによってより低い価格で販売されているとき, 生産者は競争状態にあるこ
とを知り, 同様な行動をとり, そうした過程を経て経済が動いていくことを
論じている(29)｡
完全競争概念はスミスの競争概念を進化させていったものとみることがで
きるが, その過程で競争が均衡を崩しそれによって経済を動かしていくもの
であるとの見方, すなわち競争を動態的な過程として捉える見方を置き去り
にしてきたといえよう｡ もっとも, 競争を動態的な過程として捉えようとす
る理論展開もなかったわけではない｡ 先に挙げたシュンペーターの完全競争
批判もこうした展開に沿うものであり, クラークの批判もそうである｡ クラー
クの主張についてはここで取りあげることはしないが, 彼の著書 『有効競争
の理論』 の英文題名は “Competition as a Dynamic Process” である(30)｡
第 6章 若干の結語
完全競争の状態にある産業が企業の合併を通じて独占の状態になると, 生
産量は制限され, 価格は上昇する｡ それゆえ, 参入が容易な産業に同一の生
産物を生産・販売する多数の売手企業が存在するという市場構造のほうが,
参入が困難な産業に分化した生産物を生産・販売する少数の売手企業が存在
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するという市場構造よりも, より一層望ましい結果を生みだすと考えること
ができる｡ こうした静態的な経済厚生の分析論からすると, 完全競争が競争
政策の基準ともなりうるのである(31)｡
しかし, 競争政策の基準ともなっている完全競争の状態にある市場では,
競争 日常用いている競争という言葉の意味での競争 が存在しない,
という大きな矛盾が生じる｡ この矛盾はどこから生まれたのか｡
完全競争なる概念は, 古典派の競争概念から発し, それを進化させる過程
で, 市場参加者に価格支配力を付与する要因を徹底的に取除いていった結果
生れてきたものである｡ 価格支配力を付与する要因の主なるものが市場構造
を形成する要因, すなわち市場参加者の数, 生産物の同一性, 自由参入等で
ある｡ そこで市場構造からして, 市場参加者に価格支配力が付与されないば
あい, 市場は完全に競争的であるとされた｡ そうした見方から, 市場構造と
競争とが結びつけられ, 2つの概念の区別が曖昧になったことから, 完全競
争市場で競争がみられないという矛盾が生じる結果になったと考えられる｡
もっとも, 市場構造の形成要因を競争を判断するさいに考慮に入れること
によって, 競争の形態を, 独占, 寡占, 独占的競争, 完全競争等とに区別し,
競争概念を幾分なりとも明確にするのに役立ってはいると思われる｡ また,
市場構造と競争の程度との間にまったく結びつきがないわけではないので,
ある程度は市場構造によって競争の程度の推測はなしうる｡ 例えば, 売手企
業が多いケースにおけるほうが, 少数のケースにおけるよりも, 協調行動が
生じる可能性は低い, といった具合である｡
しかしそれでも, 市場構造と競争とは別のものであると考える必要がある｡
こうした見方を採るには, 競争は競争として, スミスに代表される古典派の
競争の見方のように, 現実の市場参加者, とくに企業, の実際にみられる競
争を分析していく必要があろう｡
現実の企業が競い合うばあい, 実に様々な手段を用いる｡ 価格のみならず,
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生産方法の改善, 経営管理の効率化, 生産物の改良, 新製品の開発, 広告や
その他の販売促進等々を手段とし, これらを単独で用いるのではなく, 例え
ば新製品を開発しそれを販売するにさいして, 逐次価格を変更したり, 広告
その他の販売促進を同時に実施したりする｡
これらを手段とする競争は, しかし, 企業がある程度の価格支配力を持つ
ばあいの競争であるか, それとも価格支配力を生むことになるから, ｢完全
競争｣ の観点からすると, ｢不完全競争｣ ということになり, いわゆる競争
均衡を成立させることにはならない｡
だが一方で, 市場参加者が競い合うことのない完全競争を前提として, い
わゆる競争均衡の成立する過程を分析しても, 競争の本質, 競争のもたらす
効果を分析することはできない｡ 競争は本来動態的なものであるので, 近代
経済学 (新古典派) が確立した完全競争の概念をもってしては(32), 新製品
の開発・導入や生産方法の改良を促し, 経済の成長・発展を促す競争の状態
を解明することはできないであろうし, また競争がその果てに ｢一人勝ち｣
を生むばあいのあることを解明することもできないであろう｡
( 1 ) J. S.ミル 『経済学原理』 (二) (末永茂喜訳), 岩波書店, 1960, p. 90.
( 2 ) Paul J. McNulty, “Economic Theory and the Meaning of Competition,”
Quarterly Journal of Economics, November 1968, pp. 639656.
( 3 ) J. High, “Split Personality : A Brief History of Competition in Economic
Theory,” in J. High ed., Competition, E. Elgar, 2001, Introduction.
( 4 ) A.スミス 『国富論』 (上) (山岡洋一訳) 日本経済新聞出版社, 2007, pp. 59
60.
( 5 ) A.スミス, 同上｡
( 6 ) A.スミス, 前掲書, pp. 370371.
( 7 ) A.スミス, 前掲書, p. 60.
( 8 ) A.スミス, 前掲書, p. 63.
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《注》
( 9 ) A.スミス, 前掲書, p. 64.
(10) A.スミス, 同上｡
(11) A.スミス, 前掲書, pp. 6465.
(12) A.スミス, 前掲書, p. 65.
(13) A.スミス, 前掲書, p. 65.
(14) A.スミス, 前掲書, pp. 133134.
(15) A.スミス, 前掲書, pp. 136137.
(16) G. J. Stigler, “Perfect Competition, Historically Contemplated,” The Jour-
nal of Political Economy, Vol. LXV, 1957.
(17) A. Cournot, Mathematical Principles of the Theory of Wealth, tr. by N. T.
Bacon, The Macmillan, N. Y., 1927. 仏文の原典は 1838年に出版｡
(18) 企業数がであるばあいの市場 (産業) の需要関数を,
とする｡ このさい企業 1がその数量を変更するばあい, クールノー的な独
立行動を仮定すると, 企業 1の個別需要関数は,
となる｡ ここから企業 1の限界収入を導びき出す｡ 企業 1の総収入
が
であるから,
となる｡
他方, 費用条件については各企業とも同一で,
とする｡ すると企業 1の限界費用は, 企業 1の総費用が,
であるので,
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となる｡
極大利潤を追求している企業は,  の条件が成立する水準に供給
数量を決定することになるから, 企業 1は,
という条件に対応する数量を供給することになる｡ 上の条件をさらににつ
いて解くと,
を得る｡
企業 2から企業まで, 同様にして極大利潤を得る供給量を導びき出し,
それらを合計すると, 各企業が極大利潤を得ている状況のもとでの市場の供給
量を得る｡
この式をについて解くと,
を得る｡ この式の右辺の

	
は
 となる供給量を示しているので,
本文中の



 となる生産数量という式を得ることになる｡
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(21) J. V.ロビンソン 『不完全競争の経済学』 (加藤泰男訳) 文雅堂, 1956. E. H.
チェンバリン 『独占的競争の理論』 (青山秀夫訳) 至誠堂, 1966. 両書とも原
典の出版は 1933年｡
(22) H. Vonシュタッケルベルグ 『理論経済学の基礎』 (池田一新訳) 文雅堂,
1957. 原典の出版は 1948年｡
(23) J. A.シュンペーター 『資本主義・社会主義・民主主義』 (中山伊知郎・東畑
精一訳) 上巻, 東洋経済, 1962. p. 150.
(24) この戦略とは, 大企業の採る, 生産量を制限して価格を引き上げ, 超過利潤
を獲得するという戦略を指している｡
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Holt, 1928. 原典の出版は 1840年｡
(30) J. M.クラーク 『有効競争の理論』 (岸本誠二郎監訳) 日本生産性本部, 1970
年｡
(31) むろん, シュンペーターのように, 動態的な資本主義経済を分析・判断する
さいに静態的な基準を用いるのは不適切であるとする批判もあるので, 政策を
実施する当局も, 完全競争を絶対的な判断基準とするほどにナイーブではない｡
(32) 本稿では, ｢完全競争｣ なる概念は, F.ナイトによって完成したと記してい
るが, ナイトが新古典派に属するとみなすことにはいささかの疑義がある｡
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